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要　　旨

　1960年代の西欧における中等教育改革は、スイスの中等教育、特に前期中等教育（Sekundarstufe　I）に大き

く影響することとなった。スイスの学校制度に関する権限は、すべてカントン（州）に属しており、そこから生

じる多様な学校系統が必ずしも平等な中等教育の機会を保障するものとはなり得ていなかった。従って、これを

スイス全体としていかに調整、統一するかが最大の課題であった。

　こうした状況下にあって、比較的調整し易い前期中等教育に目が向けられたのである。スイスで最も早くから

この改革に取り組んだのはカントン・ゲンフ（ジュネーブ）であり、フランスの中等教育コレージュの改革の影

響を受け、改革もこれをモデルにして実施されたのである。これが、Refbrm　l及びHと呼ばれる改革である。

　しかし、結果的には従来の伝統的な中等学校の系統からの脱却はできずに、依然として階層的な傾向を帯びる

こととなり、改革もその後進展するまでには至らなかった。
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Abstract

　The　development　of　secondary　education　was　rapid　in　the　1950’s．　As　a　result，　schoolrefbrms　were　fbcused

on　the　secondary　school　in　the　1960’s．　In　Switzerland，”Oberstufb”or”Sekundarstufb　I”of　the”Volksschule”

was　the　central　point　of　schoolrefbrms．　Genf（Geneva）tackled　the”Refbrm　I，『’of　the”Sekundarstufe　I”

and　was　the　first”Kanton”in　Switzerland．　These　schoolrefbrms　were　not　always　successfu1．　These

refbrms　still　took　on　the　character　of　a　social　stratum．　This　paper　is　to　analyse　the　”Refbrm　I，H”in

Ge㎡．
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はじめに

　1960年代の西欧の一連の中等教育改革の波は、長

年の伝統を維持・発展させてきたスイスの学校制度

の改革にも大きく影響することとなった。従来、ス

イスの学校制度に関する権限はすべてカントン（州）

に所属し、その結果として多様な、そして複雑な様

相を呈し、これらをいかに調整し、統一するかが制

度上の課題であった。

　こうした状況のなかで、すべての生徒の教育の機

会保障のための中等教育の改革、すなわち二重構造

的、かつ垂直的な学校体系を改め、それらの単一化

を図ることが各カントンの共通の課題であり、また

スイス全体の統一的な学校制度の構築を目指す上で

も重要な施策であった。特に、国民学校の上級段階

である前期中等教育（Sekundarsstufe　I　l小学校終

了後の第7、8、9学年）にその改善の目が向けら

れることとなったのであるω。

　本稿では、この改革に最初に取り組んだカントン

・ゲンフ（ジュネーブ）の事例を取り上げ、前期中

等教育改革のReform　I及びHの実践について考察す
る（2）。

2　Reform　Iの導入

　　こうした問題点解消のために導入された新しい

形態は、1962年にゲンフにおいて初めて導入され

　た〔5）。フランスの中等教育コレージュ（Col1さge　d’

Enseignement　Secondaires）をモデルとした3年

　間の“Cycle　d’orientation　de　1’enseignement

secondaire”を実験的に導入するものであった。こ

　れは、Reform　lと呼ばれるものであり（以下、　C　O

　と略記する）、次のような目的をもつものであった。

　1）継続的なオリエンテーリング：

　　　・進路選択の最終決定時期の延期

　　　・階層的な性格の払拭

　　　・移動（転学科）の単一化

　2）民主化：

　　　・機会均等の保障

　　　・社会的融合

　　これらの目的を実現すべく、COにはフランス

　の中等教育コレージュに倣って種々の科が設けら

　れ、12歳から15歳までの生徒を擁する総合制学校

　（Gesamtschule）としての実験校が誕生したので

　ある。その構造は、表1のようになっている㈹。

1　カントン・ゲンフの学校制度（改革以前）

　従来の伝統的な中等学校（前期）の形態は、図

　1のとおりである（3）。義務教育年限は、小学校と

前期中等学校の年限を合わせた9年間であり、前

期中等学校は、小学校終了後5系統に分岐してい

　る。

［小学校］　　　　［前期中等学校］

1葦　　雄妄誓良蹄Clna蒜誌し1。，2年，

；葦　　纏薦皇㌶品ぽ1農ぽ、，卿㌣m：2年）
9年　　　　　専修科〔Spezialklassen：小学校からの連続9年｝

図1　Genfの学校体系

　この学校制度にみられる欠陥は、次のように要約

することができるω。

　・学校間の移動の困難さ

　・小学校から前期中等学校への進学時期の不統一

　・才能伸長の問題

　・後期中等教育への進学の問題（Untergymnasium

　　への進学希望の増大）
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表1　Reform　Iの構造
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　すべての生徒は、小学校6年終了後には共通の学

校に進むことになるが、そこではいくつかの分野

（科）に配属されることになる。そのための事前の

準備体制として、いわゆる事前オリエンテーリング

（Vororientierung）が実施される。小学校での成績、

親の希望、教師の判断、あるいはCOによって実施

される適応検査の結果に基づいて、可能な限り本人

の要望にかなう分野に配属される。しかも、これは

その後も継続的に実施される。こうした事前のオリ

エンテーリングによって、第7学年においては、ラ

テン語分野（1ateinisch・wissenschaftliche
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Abteilung）、教養分野（allgemeinbildende
Abteilung）、実践分野（praktische　Abteilung）に配

属される。第8学年の場合、ラテン語、自然科学、

近代言語、教養、実践の5領域に分科され、第9学

年においては、教養分野と実践分野を再編成してい

る。

　結果的には、第8学年への進級までに約40％の生

徒が分野を変更している。しかも、それは第8学年

に新たに設けられた近代言語分野への移行も含まれ

ている。3年間に再オリエンテーリングなしに卒業

したのは約40％、そして再オリエンテーリングは約60

％の生徒に実施されているω。このことからも、生

徒の進路選択及びその指導の困難さを窺うことがで

きる。

　加えて、この学校形態は導入の時点で差別的な傾

向の払拭を主たる目的としていたにもかかわらず、

階層的な問題が派生することとなったのである。

　表2は、COに通学する生徒の親の職業について

の調査結果である㈹。

中等教育コレージュ（ここでは一般教養的な教育を

行い、職業教育は後期中等教育段階で行う〔1°））をモ

デルにしているとはいえ、かなり職業を意識した制

度となっている。従って、こうした職業的・階層的

な性格を帯びざるを得ない社会的背景を見逃すこと

はできない。

3．Reform皿の導入

　　こうして、Reform　Iの改革では当初の目的が達

成されにくいという判断のもと、カントン教育局

　（Erziehungsdirektion）は1972年に、　Collさge　von

Bud6において新たな取り組みを始めたのである。

　さらに、1973年と1975年には2つの学校
　（Collさge　des　Coudriers、　Collさge　de　Bois・Caran）

で、これまでとは異なる内容の制度を採用し、

Reform　Iと同様の目的を達成すべく実践がなされ

たのである。これが、Reform　Hと呼ばれる改革モ

デルである。

　改革の内容は、表3のようになっている（m。

表2　COにおける生徒の親の社会層 表3　Reform　nにおける教育内容
｛％）

学校 Cycle　d’ 《）nemaUon 〔CO）

小学校
ラテン語系 教 養系 実践 系

父親の職業 男子 女子 男　r 女子 男　子 女子 男子 女子

指　導　層 144 145 331 3L2 133 “9 2．7 35

管　理　層 lL5 120 158 161 147 10．2 5．2 73

被雇用者 215 212 226 224 23」 24．6 22．7 22．3

中　間　層 92 9．1 92 83 127 ll4 140 9．9

熟　練　工 255 25．3 12．7 152 230 264 299 305

養　成　工 14．4 148 50 4．3 105 124 220 237

そ　の　他 34 3．2 16 25 27 31 3．5 28

　指導的な階級の子弟ほど進学可能なラテン語分野

を志願し、資格を有し専門職的な階級の子弟が実践

的な分野を選択するなど、明らかに偏向的な傾向が

現れている。従って、この体制は選抜のためのフィ

ルターの役割を、かつ社会的選別を明白にしている、

という指摘すらみられる川。同時に、中等学校の開

放及び中等学校への進路の単一化における理念と制

度とのギャップは、CO導入の根幹にかかわる問題

でもあった。

　総合制の性格をもつこの形態は、本来フランスの

ク　ラ　ス 基礎科目 学力別科目 選択科目

第7学年
1学期 総科目

2学期 フランス語 ドイツ語 ラテン語
その他の科日 数学

第8学年 フランス語 ドイツ語 ラテン語
その他の科目 数学 自然科学科目

（A，B，Cクラス） 英語1
実践科目

第9学年 フランス語 ドイツ語 ラテン語
その他の科目 数学 自然科学科目

（AB．C，Dクラス） 英語1
実践科日
英語n

　第7学年の第1ゼメスターにおいては分科は行わ

れず、すべての生徒が共通の科目を受講し、第2ゼ

メスターから授業は分科されることになる。

　第7学年（第2ゼメスター）：

　　・ドイツ語と数学の学力別クラス編制

　　・選択科目としてラテン語

　第8学年：

　　・ドイツ語と数学の学力別クラス編制の継続

　　・三つの新しい選択科目＝自然科学科目、技術
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　　　・実践科目、英語1

　第9学年：

　　・第8学年と同一の分類、他に第8学年の終わ

　　　りまで選択科目において不十分な結果であっ

　　　た生徒のための1年間のコースとして、英語

　　　Hが提供される。

　選択科目の受講のための認可は、ドイツ語と数学

の成績に広くかかっている。選択科目のラテン語と

英語には．ドイツ語の学力Aの者が、自然科学の科

目には数学の学力Aの者が推薦される。改革の最初

の時点では、学力のクラス分けの際、ドイツ語にお

いても数学においてもおよそ2／3の生徒はそれぞ

れAクラスに配属され、かつBクラスもギムナジウ

ムへの進学が可能であり、しかもこの形態が継続す

るはずであった。しかし、学力別クラス編制の問題

点が生じ、ドイツ語においては、2年半の経過のな

かで約25％の生徒が変更を余儀なくされた。また、

数学においても毎年相当の変更が生じていた。その

結果、自らの希望とは合致しない選択科目への配属

もあり、より広い教育へのチャンスを制限してしま

うこともしばしばであった⑫。

　従って、この制度は生徒の能力を伸長させる最善

の機会を与えることが可能な反面、比較的高い割合

で学習についてゆけない生徒を生み出していたので

ある。

　ここで、改めてReform　Hの結果を挙げてみよう（13｝。

　・小学校での成績に基づくドイツ語、数学の学力

　　別クラス編制は、能力に応じた教育という点で

　　は効果的であった。

　・Reform　Iと比較して、脱落者が減少した。

　・クラスの移動の容易さから、多くの生徒がギム

　　ナジウム進学への準備が可能となった。

　・学力Bからの進学が可能となった。

　・基礎科目であるフランス語における能力差が生

　　じた。

　確かにこの改革は、個人の教育機会の保障という

点では個人化（Individualisierung）をもたらし、

かつすべての生徒に開放された中等教育を促進する

という点では社会化（Sozialisierung）を実現した。

しかし、その結果として制度上の複合性を拭いさる

ことはできなかったのである。

4　改革のその後の展開

　　カントン・ゲンフにおいてはReform　lが40校で

　実施されているのに比して、Reform　Hは1975年以

降採用されず、3実験校のみである。

　　Reform　Iに関しては、年の経過とともに変化し、

　1967年には第7学年の生徒の42％はラテン語分野、

　40％が一般教養分野、18％が実践分野に入ってい

　る。これに対して、1982年には、生徒の67％がラ

　テン語分野、26％が一般教養分野、7％のみが実

　践分野に通学するという情況であった“4）。

おわりに

　各国の中等教育制度の1978年の比較によれば、ス

イスの中等学校の場合、生徒は、依然として9歳、10

歳ないしll歳で分離された学校類型に配属されてい

る“5）。このことは、スイスの中等教育制度の改革が

あまり進行していないことを示している。それは、

それぞれの州自治に基づく制度統一の困難さの現れ

であると捉えることもできよう。民主的な州自治が

多様な学校制度を生み出す一方で、そうした伝統へ

の固執が改革のための実験、試行の妨げになってい

ることも事実である。さらには、改革の過程におい

ても結果的に階層的な傾向を帯び、改革前の性格を

払拭することができなかったのである。
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